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科学技術・イノベーションを巡る潮流
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研究開発スピードの加速/スタートアップの存在感

 デジタル技術の進展や大規模な投資に加え、コロナなどの社会的要請の影響により、基礎研究から社会実装
に至るまでの時間が短縮してきている。また、AI・バイオなどの分野において、ディープテック系スタートアップの存
在感が急速に拡大している。

人工知能（AI）技術
• 人工ニューラルネットワークの発明で、機械学習（特にディー

プラーニング）が発展し、画像認識や自然言語処理などを
実用化（2024年ノーベル物理学賞：ホップフィールド氏（
米）、ヒントン氏（加））。

• AIを用いてタンパク質の三次元構造を予測する技術を開発
し、新薬開発が進展（2024年ノーベル化学賞：ベイカー
氏（米）、ハサビス氏（英）、ジャンパー氏（米））。

研究開発スピードの加速

CRISPR-Cas9遺伝子編集技術
• 特定のDNA配列を切断・編集

できる技術を10年程度で実用
化（2020年ノーベル化学賞：
シャルパンティエ氏（仏）、 ダウ
ドナ氏（米））。

mRNAワクチン技術
• メッセンジャーRNAを利用して、1年程度でCOVID-19ワク

チンを実用化（2023年ノーベル生理学・医学賞：カリコ氏
（ハンガリー）、ワイスマン氏（米））。

ディープテック系スタートアップの例

医療・バイオ分野
Illumina（1998年設立・米）: 高速・高精度なDNAシー
ケンシング技術を、がん研究や遺伝病診断に応用。2023年
の研究開発費は約15億ドル。
CRISPR Therapeutics（2013年設立・スイス）: 
CRISPR/Cas9技術を用いて、血液疾患治療など遺伝子編
集治療を推進。

出典：内閣府資料

AI分野
OpenAI（2015年設立・米）: 
自然言語処理や生成AI技術をリ
ードし、「ChatGPT」を提供。
2024年に66億ドルを調達し、評
価額は約1,570億ドルに到達。

エネルギー分野
QuantumScape（2010年設
立・米）:電気自動車（EV）向
けに高エネルギー密度と安全性を
兼ね備えた固体電池を開発。

出典：経産省・AI導入ハンドブック

出典：経産省資源エネルギー庁・エネこれHP
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•概要：
軽い原子核同士が融合して別の原子核
に変わる際に放出されるエネルギー。

•開発状況：
米国は、昨年、国家戦略を発表。12月
、スタートアップのCFS社が、商業用核融
合発電所を米バージニア州に建設すると
発表。中国では、大規模試験施設群「
CRAFT」や、トカマク型核融合実験炉「
BEST」の建設を進めるなど、各国が国策
として推進。

•インパクト：
次世代のクリー
ンエネルギーとし
て、環境・エネル
ギー問題の解決
策としての期待に
加え、政府主導
の取組による科学的・技術的進展もあり、
諸外国における⺠間投資が増加。多様
な炉型による取組が進展。

•概要：
量子力学の原理を利用した並列計算に
より、従来膨大な計算時間が必要で事
実上不可能であった解析が高速に実現で
きる可能性。

•開発状況：
米国、欧州、中国、日本（理化学研究
所等）で開発中。IBMやGoogleが商用
化を目指している。

•インパクト：
医療品開発、金融リス
ク解析を大幅に加速。
世界的に使用されてい
る暗号を短時間で解読
する可能性。Google
が、自身が開発した量
子コンピュータにより、
スパコンでは１万年か
かるとされていた計算
問題を200秒で計算
したと発表。

量子コンピュータ

 産業応用への期待が大きく、将来、国力や国際社会のパワーバランスにも影響しうる新興技術の例として、
量子技術（量子コンピュータ）やフュージョンエネルギー技術、バイオ技術（合成生物学）が挙げられる。

社会変革をもたらす新興技術の進展

理化学研究所 量子コン
ピュータ研究センター (RQC)

大規模試験施設群「CRAFT」

出典: 理化学研究所HP 「量子コンピュ
ータを利用できる「量子計算クラウドサービ
ス」開始」(2023年3月)

出典: 内閣府 第６回イノベーション政策強化推
進のための有識者会議「核融合戦略」資料3（
2024年３月）

フュージョン（核融合）エネルギー 合成生物学

•概要： 
直近10年でのDNA合成、ゲノム編集、
解析等の技術革新が、IT・AI技術の進
展と相まって、バイオ×デジタルでの開発競
争が激化。細胞を利用した素材、医薬品
等の新たな物質生産（バイオものづくり）
が可能に。

•開発状況：
米国、英国、中国、日本等が研究中。特
に米中で大規模投資が先行しており、今
後の市場成長が期待。

•インパクト：
米国は今後10年以内に製造業の世界
生産の３分の１を置き換え、金額換算で
約30兆ドル（約4,000兆円）に達する
と分析。気候変動、資源制約、経済安
全保障等への貢献が期待。

遺伝子技術を駆使して、高度にゲノムがデザインされた物質
生産性を高めた細胞（スマートセル）創るプロセスの概念図

出典: 経済産業省「バイオ政策のアクションプラン」（2024年8月）
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主要国・地域の先端技術への大規模投資

米国

中国

EU

英国

8,060

6,676

4,741

978

2050年までに世界一のイノベーション強国に
 国家イノベーション駆動発展戦略綱要(2016-2030)及び十四五計画でAI、半導体、量子、宇宙、海洋等に資金投入
 技術創新引導基金 (技術イノベーション政府誘導ファンド) でスタートアップ企業を支援
 基礎研究を重視した育成、海外からのハイレベル人材招致等の様々な人材育成施策を推進

科学技術・イノベーション政策の動向

先端技術のリーダーシップ維持、半導体・クリーンエネルギーで産業政策と連動しR＆D支援強化
 重要・新興技術 (CETs) リストを更新(2024)、国家安全保障上の重要技術を掲示
 インフラ投資雇用法(2021)、インフレ抑制法(2022)でクリーンエネルギー分野の研究開発を強化
 CHIPS科学法(2022)で半導体分野に527億ドル計上、重要技術や社会課題の優先投資分野を設定

開かれた戦略的自律性確保を重視、防衛R＆D強化
 新産業戦略(2021)、欧州半導体法(2023)、経済安全保障戦略(2023)で自律性確保
 Horizon Europe(2021‐27)は民生研究に特化（934億ユーロ）、セキュリティ審査の厳格化
 欧州防衛基金 (EDF) 79.5億ユーロに欧州戦略的技術プラットフォーム (STEP) から15億ユーロ追加投資

世界的イノベーション・ハブ確立に向けエコシステム強化
 科学技術枠組み(2023)で量子、AI、工学的生物学、テレコム、半導体へ3.7億ポンド超を投入
 DSIT (科学・イノベーション・技術省) 設置(2023)、科学技術に基づくイノベーション促進
 国家イノベーション戦略(2021)で全セクター/ステークホルダーの協働により民間部門を巻き込んだイノベーションを推進

（参考）日本
出典：JST-CRDS「主要国・地域の科学技術・イノベーション政策動向(2024年)」 (CRDS-FY2023-FR-01)、JST-CRDS「
科学技術・イノベーション政策の国際動向(2023年)」 (CRDS-FY2022-FR-02)、JST-CRDS「オープン化、国際化する研究に
おけるインテグリティ2022」 (CRDS-FY2022-RR-01) などを基に内閣府作成

2021年(億ドル)*

1,774

 科学技術と国益の観点が強く結びつき、主要国・地域は、政府主導の大型研究開発投資を強力に推進。
特に、安全保障にかかわる研究開発は国家戦略として強力に推進。

研究開発費

*官民合計 (OECD, Main Science and Technology Indicatorsより)
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経済安全保障の確保に向けた科学技術・イノベーション政策

 各国の技術開発競争が加速する中、新型コロナウイルス感染症拡大やロシアによるウクライナ侵略等により、
重要物資やエネルギー供給の不安定化といった問題が顕在化し、経済安全保障の確保が優先課題に。各国
はサプライチェーンの強化を含め、重要技術の確保に向けた科学技術・イノベーション政策を打ち出している。

主要国の経済安全保障の確保に向けた科学技術・イノベーション政策の概要

米国 「新ワシントン・コンセンサス」として現代版の産業・イノベーション戦略を追求
• 大統領令の下、重要品目・産業のサプライチェーンの見直しと強化を推進
• 半導体をはじめとする重要分野の製造能力、サプライチェーン、研究開発等に巨額の
予算を措置

EU 新型コロナによる変化を踏まえ「開かれた戦略的自律性」を強化、初の経済安全保障
戦略を策定
• ドイツ：「デジタル主権・技術主権」の確保に向け、主力産業の先進化、将来産業の
コア技術育成に集中投資
• フランス：EUと協調しつつ、新産業の創出に向けてデジタル、グリーン等の分野でスター
トアップ支援を推進

英国 「グローバル・ブリテン」構想の下、EU離脱後の国際関係を再構築
• 科学技術による戦略的優位性の持続を戦略枠組み全般の最優先要素に位置づけ

日本
先端的な重要技術の開発に向け「経済安全保障重要技術育成プログラム」を開始

出典：JST研究開発戦略センター(CRDS) ) 「CRDSセミナー① 科学技術・イノベーションを取り巻く国際情勢と新潮流」 (2023年8月）
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日本の科学技術・イノベーションの現状
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論文数、Top10％補正論文数の推移①

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術指標2024」（調査資料-341）を基に作成
 （分数カウント法・全分野を対象に集計した結果）

 論文数の推移を見ると、日本は2010年代半ば以降、増加傾向にある。
 一方で、Top10%補正論文数の推移を見ると、日本は下げ止まりの傾向が見られるものの、ここ15年は減少

傾向にある。

＊被引用数が各年各分野の
 上位10％に入る論文数を、
 実数で論文数の1/10となる
 ように補正を加えた数値

論文数

中国

米国

右軸左軸

英国

ドイツ

フランス

韓国

日本
*

1981  86 91  96   01  06 11  16 2021

← 第１期科学技術
基本計画の開始

3年移動平均（出版年）
1981  86  91 96   01  06 11  16 2021

3年移動平均（出版年）

中国

米国

右軸左軸

英国

ドイツ

フランス

韓国

日本
*

Top10％補正論文数＊

← 第１期科学技術
基本計画の開始

8
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論文数、Top10％補正論文数の推移②

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術指標2024」（調査資料-341）を基に作成

＊被引用数が各年各分野の
 上位10％に入る論文数を、
 実数で論文数の1/10となる
 ように補正を加えた数値

論文数
分数カウント法

全分野

Top10%
補正論文数＊

分数カウント法
全分野

 論文数の世界ランキングを見ると、日本は世界第２位（2000年代初頭）から世界第５位に後退している。
 Top10％補正論文数の世界ランキングについては、世界第４位（2000年代初頭）から世界第13位へと大

幅に後退している。
 論文数・Top10％補正論文数における日本のシェアは、2000年代初頭の３～４割程度になっている。

国 論文数 シェア 国 論文数 シェア 国 論文数 シェア
1 米国 204,383 27.1 米国 257,677 21.6 中国 541,425 26.9
2 日本 66,137 8.8 中国 140,258 11.8 米国 301,822 15.0
3 ドイツ 51,116 6.8 日本 64,307 5.4 インド 85,061 4.2
4 英国 50,197 6.7 ドイツ 61,650 5.2 ドイツ 74,456 3.7
5 フランス 36,859 4.9 英国 56,230 4.7 日本 72,241 3.6
6 中国 30,053 4.0 フランス 43,808 3.7 英国 68,041 3.4
7 イタリア 26,225 3.5 インド 40,220 3.4 イタリア 61,124 3.0
8 カナダ 24,217 3.2 イタリア 39,033 3.3 韓国 59,051 2.9
9 ロシア 20,992 2.8 韓国 37,621 3.2 フランス 46,801 2.3
10 スペイン 18,435 2.4 カナダ 36,781 3.1 スペイン 46,006 2.3
11 インド 16,144 2.1 スペイン 33,041 2.8 カナダ 45,818 2.3
12 オーストラリア 15,874 2.1 ブラジル 28,850 2.4 ブラジル 45,441 2.3
13 韓国 13,568 1.8 オーストラリア 27,252 2.3 オーストラリア 42,583 2.1
14 オランダ 13,411 1.8 ロシア 22,261 1.9 イラン 38,558 1.9
15 スウェーデン 10,892 1.4 台湾 21,606 1.8 ロシア 33,639 1.7

2000－2002年（PY）（平均） 2010－2012年（PY）（平均） 2020－2022年（PY）（平均）順位

国 論文数 シェア 国 論文数 シェア 国 論文数 シェア
1 米国 30,661 40.8 米国 38,275 32.2 中国 64,138 31.8
2 英国 6,098 8.1 中国 12,491 10.5 米国 34,995 17.4
3 ドイツ 5,034 6.7 英国 7,800 6.6 英国 8,850 4.4
4 日本 4,472 5.9 ドイツ 7,003 5.9 インド 7,192 3.6
5 フランス 3,581 4.8 フランス 4,793 4.0 ドイツ 7,137 3.5
6 カナダ 2,817 3.7 日本 4,329 3.6 イタリア 6,943 3.4
7 イタリア 2,233 3.0 カナダ 4,283 3.6 オーストラリア 5,151 2.6
8 中国 1,830 2.4 イタリア 3,707 3.1 カナダ 4,654 2.3
9 オランダ 1,818 2.4 オーストラリア 3,496 2.9 韓国 4,314 2.1
10 オーストラリア 1,729 2.3 スペイン 3,255 2.7 フランス 4,083 2.0
11 スペイン 1,527 2.0 オランダ 2,886 2.4 スペイン 3,991 2.0
12 スイス 1,302 1.7 韓国 2,379 2.0 イラン 3,882 1.9
13 スウェーデン 1,227 1.6 インド 2,342 2.0 日本 3,719 1.8
14 韓国 920 1.2 スイス 1,942 1.6 オランダ 2,878 1.4
15 インド 819 1.1 スウェーデン 1,386 1.2 サウジアラビア 2,140 1.1

順位 2000－2002年（PY）（平均） 2010－2012年（PY）（平均） 2020－2022年（PY）（平均）
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（注）整数カウント法に基づく数値を基にQ値を算出。
 整数カウント法とは、１件の論文が、日本の機関Ａと米国の機関Ｂの共著の場合、日本を１、米国を１と数える方法。論文の生産への関与度を示している。
 分数カウント法とは、上記の場合に、日本を２分の１、米国を２分の１と数える方法。論文の生産への貢献度を示している。
 Ｑ値の算出に分数カウント法の数値を用いると、論文の共著比率（貢献度）に関する情報と注目度に関する情報（Top10％補正論文数）に関する情報が
 混在してしまうため、Ｑ値には整数カウント法の数値を用いることが一般的である。

論文数に占めるTop10％補正論文数の割合(Ｑ値)

 論文数に占めるTop10%補正論文数の割合（Ｑ値）について、日本は主要国と比べて低い傾向にある。
 例えば、論文数の規模が日本と同程度の英国 15.9％、ドイツ 13.0％ に対して、日本 7.9％ となっている。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術指標2024」（調査資料-341）を基に作成

日本：7.9％

米国：13.2％

中国：12.8％

英国：15.9％

ドイツ：13.0％

フランス：12.5％
韓国：9.9％

論文数に占めるTop10％補正論文数の割合（Q値）

＜2021年＞

10
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大学発ベンチャーの設立数、ディープテック系ユニコーン企業数

ディープテック系＊国別ユニコーン企業数
（2023年10月時点）

日米の大学発ベンチャーの設立状況

（注）米国のデータは2013年以降。
 日本と米国で定義が完全には一致していないため、比較する際には注意が必要。

出典：経済産業省 「産業技術調査（大学発ベンチャー実態等調査）報告書」を基に作成

出典：内閣府 「令和５年度 グローバル・スタートアップ・
 キャンパス構想関連調査 成果報告書」を基に作成

＊AI、エネルギー・環境、バイオ・医療ヘルスケア、素材・産業、
 航空・宇宙、食糧農業等に該当する、PitchBook.com上の
 各インダストリー・カテゴリを指す。

 研究成果の社会実装化の指標として大学発ベンチャーの設立数を見ると、近年は増加傾向にあり、1998年
の18社に対して、2022年には363社が設立されている。

 一方で、ディープテック系ユニコーン企業数を見ると、米国・中国のみならず英国・ドイツ等と比較しても、日本は
大きく出遅れている。
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新たな研究領域への参画割合の減少

 国際的に注目を集めている研究領域を論文データベース分析で抽出して、可視化したサイエンスマップにおいて、
成熟領域は「コンチネント型領域」として、新興領域は「スモールアイランド型領域」として出現する傾向がある。

 日本は「コンチネント型領域」の割合が増加し、「スモールアイランド型領域」の割合が減少しており、研究テーマ
の多様性が低下・硬直化している可能性がある。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「サイエンスマップ2020」（NISTEP REPORT No.196）を基に作成

コンチネント型
ペニンシュラ型
アイランド型
スモールアイランド型

減少

増加

日本中国ドイツ英国米国世界

サイエンスマップ 2020（世界）
 大規模領域（領域全数の約２割）
 研究領域を構成している
  Top１％論文の入れ替わりが遅い
 他領域との関与：強、 継続性：高

コンチネント型

ペニンシュラ型

アイランド型

スモールアイランド型

 中規模領域（領域全数の約２割）
 研究領域を構成している
  Top１％論文の入れ替わりが中程度
 他領域との関与：強、 継続性：低

 中規模領域（領域全数の約２割）
 研究領域を構成している
  Top１％論文の入れ替わりが中程度
 他領域との関与：弱、 継続性：高

 小規模領域（領域全数の約４割）
 研究領域を構成している
  Top１％論文の入れ替わりが速い
 他領域との関与：弱、 継続性：低

（注１）クラリベイト社 Essential Science 
Indicators（NISTEP ver.）、
Web of Science XML（SCIE、
2021年末バージョン）を基に集計・分析し、
可視化（ScienceMap visualizer）を実施。

（注２）2015年～2020年に発行された
Top１％論文を分析に用いて領域を抽出。
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研究インフラの老朽化

出典：文部科学省 「国立大学の共用機器に関するアンケート」を基に作成

国立大学の共用機器（取得価格1,000万円以上）の取得年

 国立大学の共用機器（取得価格1,000万円以上）の取得年を見ると、約７割が取得から10年以上経過
している（研究機器の一般的な耐用年数・更新サイクルは10年程度と言われている）。

 研究インフラの老朽化が、研究パフォーマンス低下の要因になっている可能性がある。

取得から10年以上経過した機器：73.5％

取得から20年以上
経過した機器：

11.7％

取得から30年以上
経過した機器：

0.4％

（注）2023年１月１日時点、内閣府 「令和３年度産学連携活動マネジメントに関する調査」の対象国立大学70機関中、60機関が回答した結果

13
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研究活動の国際化と日本の存在感の低下

 国際共著論文の割合の推移を見ると、研究活動の国際化に伴い、各国で増加している。
 また、主要国のTop10%補正論文における国際共著論文数も大幅に増加している。日本の国際共著論文

数も増加してはいるが、主要国に比べて国際共著論文の伸びが小さい。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所
 「科学技術指標2024」（調査資料-341）を基に作成
 （整数カウント法・全分野を対象に集計した結果）

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所
 「科学研究のベンチマーキング2023」（調査資料-329）を基に作成
 （整数カウント法・全分野を対象に、３年平均値で集計した結果）

Top10％補正論文における国内、国際共著論文数の推移国際共著論文の割合の推移

日本：35.9％
米国：46.7％

中国：20.8％

英国：74.4％

ドイツ：63.2％
フランス：65.7％

韓国：35.3％

＜2022年＞

＊：３国以上

国際共著論文（多国間＊）
国際共著論文（２国間）
国内論文

日本フランスドイツ英国米国中国 韓国
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国際的な研究拠点におけるＱ値の高さ

 2013～2017年における各大学・機関におけるＱ値を見ると、国際的な研究環境を整備している世界トップ
レベル研究拠点プログラム（WPI）の拠点は、Ｑ値が諸外国の主要大学と比較しても高い。

（注１）クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML
 （SCIE、2018年末バージョン）を基に、

Article・Reviewを分析対象とし、
整数カウント法・全分野にて集計。

（注２）Ｑ値は、著者数100人以下の論文で分析した。

出典：文部科学省 「基礎研究振興部会（第12回） 資料2-1」を
 基に作成

世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）

＜事業スキーム＞
・ 拠点規模    … 総勢70～100人程度以上、

  世界トップレベルのPI＊が７～10人程度以上

・ 外国人比率等 … 研究者の30%以上が外国からの研究者
・ 支援対象経費 … 人件費、事業推進費、旅費、設備備品費等
・ 対象領域  … 基礎研究分野において、日本発で主導する

新しい学問領域を創出

＜ミッション＞

​

九州大学

​

京都大学

​

北海道大学

千葉大学

名古屋大学

​

大阪大学

​

岡山大学

広島大学

慶應義塾大学

​

東京大学

東京工業大学

​

​

東北大学

​

​

神戸大学

筑波大学

近畿大学

​

会津大学

沖縄科学技術大学院…
​

インペリアル・カレッジ・ロンドン

キングス・カレッジ・ロンドン

ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン​

ケンブリッジ大学

​

エディンバラ大学

オックスフォード大学

​

​

ベルリン自由大学

​

ベルリン・フンボルト大学

​

ハイデルベルク大学

​

ミュンヘン工科大学

​

ミュンヘン大学

​

名古屋大学ITbM, 33.6%

大阪大学IFReC, 24.4%

東京大学Kavli IPMU, 23.3%

東北大学AIMR, 19.7%

京都大学iCeMS, 17.9%

九州大学I²CNER, 15.8%

東京工業大学ELSI, 14.5%
筑波大学IIIS, 13.6%

NIMS MANA, 21.8%

.0%

.0%

.0%

.0%

.0%

.0%

.0%

.0%

日本 英国 ドイツ 日本_WPI

2013～2017年における各大学・機関におけるＱ値

日本 英国 ドイツ

日本（WPI拠点）

大阪大学IFReC
24.4％

Ｑ値が10％以上

名古屋大学ITbM
33.6％

東京大学Kavli IPMU
23.3％

論文数
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000
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数
（
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値
）

・ 世界を先導する卓越研究と国際的地位の確立
・ 国際的な研究環境と組織改革
・ 次代を先導する価値創造

＊Principal Investigator：研究責任者
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研究パフォーマンスに影響を与える「研究時間」の割合の低下

 大学等の本務教員を対象としたアンケートの結果では、研究パフォーマンスに影響を与える要因として、「研究
時間」という回答が最多となっている。

 一方で、2002年度以降、大学等の本務教員の職務活動時間に占める「研究活動」の割合は大幅に減少し
ている。（2002年度：46.5％ → 2022年度：32.2％）

研究パフォーマンスを高める上で制約になっていること

出典：文部科学省 「令和５年度大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」を基に作成

 秘書の人件費を部局中央経費にて負担。
 所属部局内の委員会業務を免除。

⇒ 研究活動時間割合は平均61%
（Ｒ６.４.１時点、１期生～３期生対象）

【参考】

（注）各機関が独自に取り組んだ支援事例

研究活動

大学等の本務教員の職務活動時間の割合の推移
教育活動

社会サービス活動（研究関連）
社会サービス活動（教育関連）
社会サービス活動（その他：診療活動等）
その他職務活動（学内事務等）

16
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大学における若手研究者の割合の低下

 大学等の本務教員のうち、40歳未満の教員が全体に占める割合は継続的に減少傾向にあり、2022年度時
点で21.2%となっている。

出典：文部科学省 「学校教員統計調査の結果」を基に作成

大学等の本務教員＊の年齢別割合の推移
＊対象となる職種は、学長、副学長、教授、准教授、講師、助手。

25～39歳：21.2％

40～49歳：29.3％
50～59歳：28.7％

60歳以上：20.8％

34.7％

30.6％

21.2％

13.4％

＜2022年度＞

（注）数字は各年度の10月１日現在。
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博士号取得者数の停滞

（注）各データには、連続性の無い領域、定義が異なる部分、見積り値・暫定値・過小評価されている値を含んでいる。
 また、年度のスタートは国に依って異なる等、国によって定義や測定方法に違いがある場合を含むため、比較する際には注意が必要。

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所 「科学技術指標2024」（調査資料-341）を基に作成

博士号取得者数の推移

日本：1.6万人
＜2021年度＞

米国：9.5万人
＜2020年度＞

中国：8.2万人
＜2022年度＞

英国：2.3万人
＜2021年度＞

ドイツ：2.8万人
＜2022年度＞

フランス：1.0万人
＜2021年度＞

韓国：1.8万人
＜2022年度＞

 博士号取得者数を見ると、ここ20年間停滞しており、主要国と比べても低い水準で推移している。

18
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科学技術・イノベーション基本計画について
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科学技術・イノベーション基本計画について

第１期 第２期 第４期 第５期 第６期
1996.4 2001.4 2011.4 2016.4 2021.4

基礎研究の振興     

研究資金の拡充 
・競争的資金

 ・重点的資金
 ・基盤的資金

ポスドク1万人計画
   等           

重点4分野 
・ライフサイエンス

 ・情報通信
 ・環境
 ・ナノテクノロジー

 等

震災復興
グリーンイノベーション
ライフイノベーション

等

知のフロンティア開拓・
研究力の強化
・国際卓越研究大学
・博士学生支援強化

イノベーション・
エコシステムの形成
・スタートアップ支援

 等

重点分野設定 科学技術イノベーション
政策の一体的展開

サイバー空間と
フィジカル空間の融合

国民の安全・安心
一人ひとりの多様な幸せ

第３期

重点4分野 
推進4分野 
・エネルギー
 ・ものづくり技術   
 ・社会基盤
 ・フロンティア

 等

2006.4

17兆円
［17.6兆円］

24兆円
［21.1兆円］

25兆円
［21.7兆円］

25兆円(対GDP比1%)
［22.9兆円］

26兆円(対GDP比1%)
［25.9兆円］ 30兆円

重点分野設定

競争力向上・
基盤技術の強化
 ・ビッグデータ解析、AI
 ・ロボット、センサ
 ・バイオテクノロジー
 ・素材・ナノテクノロジー
 ・光・量子技術

  等

科学技術予算拡充 社会実装 社会像（Society 5.0）

対GDP比4%
［3.5%］

対GDP比4%
［3.5%］ 120兆円

政府研究開発投資（上段：目標、下段：実績）

官民研究開発投資（上段：目標、下段：実績）

 科学技術・イノベーション基本計画は、科学技術・イノベーション基本法に基づき、５年ごとに策定するもの。
 政策の方向性を示し、政府が取り組む施策を整理するとともに、５年間の研究開発投資目標を明記。
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第6期科学技術・イノベーション基本計画の概要

多様で卓越した研究を生み出す環境
・博士課程学生の処遇向上・キャリアパス拡大

新たな研究システムの構築
・オープンサイエンスの推進

大学改革の促進
・10兆円大学ファンドの創設（国際卓越研究大学） 等

教育・人材育成システム
・STEAM教育の推進
・大学等における多様なカリキュラムの提供 等

持続可能で強靭な社会への変革 知のフロンティア開拓・研究力の強化

教育・人材育成

サイバー空間・フィジカル空間の融合
・AI・量子・半導体等の次世代技術の開発

地球規模課題の克服
・カーボンニュートラルに向けた研究開発・社会実装

イノベーション・エコシステムの形成
・SBIR制度の推進
・スタートアップ拠点都市の形成

社会課題解決のための研究開発・社会実装の推進
・ミッション志向型研究開発の推進
・知財・標準の活用による市場獲得
・科学技術外交の戦略的推進 等

我が国が目指す社会（Society 5.0） 国民の安全・安心の確保を実現する持続可能で強靭な社会
一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が実現できる社会

 現行の第６期基本計画（2021～2025年度）は、Society 5.0の実現に向け、５年間に政府が行うべき
施策を整理している。
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次期科学技術・イノベーション基本計画について

 科学技術・イノベーション会議（2024年12月23日）において、総理より、次期「基本計画」の策定を諮問す
るとともに、「基本計画専門調査会」を設置。「研究力の強化・人材育成」、「イノベーション力の向上」、「経済
安全保障との連携」を軸に検討を開始。

（検討スケジュール）
2024年12月23日  総合科学技術・イノベーション会議への諮問、基本計画専門調査会の設置

12月24日  基本計画専門調査会における検討の開始
（以降、月イチペースで開催）

2025年 年末      第７期基本計画案（素案）

2026年 ３月      総合科学技術・イノベーション会議からの答申、閣議決定

第75回総合科学技術・イノベーション会議（2024年12月23日） 石破内閣総理大臣のご発言（抜粋）

科学技術・イノベーションは、国力の源泉であり、経済成長を加速させ、社会課題を解決する原動力であります。

次期基本計画の策定に向けましては、国力の基盤となります研究力の強化・人材育成、社会変革を牽引するイノ
ベーション力の向上、経済安全保障との連携といった観点から、政策の方向性や取り組むべき施策を検討していくこ
とが必要であります。
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基本計画専門調査会 開催状況

・ 科学技術・イノベーション基本計画の30年間の振り返り
・ 第６期科学技術・イノベーション基本計画の進捗状況・レビュー
・ 次期基本計画に向けて議論すべき主要な論点（案）

【第１回】 2024年12月24日（キックオフ、議論の進め方など）

・ 目指すべき未来社会像と国家の在り方
・ 科学技術・イノベーションを巡る潮流
・ 学術界からの提言（日本学術会議）

【第２回】 2025年１月17日（未来社会像・国家の在り方など）

【第３回】 2025年２月25日（研究力の強化・人材育成について）
・ 研究力の強化に向けて
・ 関係省庁からのプレゼンテーション（文部科学省科学技術・学術政策局）

・ 科学技術・イノベーションと経済安全保障について
・ 関係省庁からのプレゼンテーション（NSS/内閣府経済安全保障担当）

【第４回】 2025年３月17日（経済安全保障との連携について）

・ イノベーション力の向上に向けて
・ 関係省庁からのプレゼンテーション（経済産業省イノベーション・環境局） 

【第５回】 2025年４月25日（イノベーション力の向上について）

・ グローバル戦略の在り方について
・ 国立研究開発法人の役割について
・ 産業界からの提言

【第６回】 2025年５月22日（個別論点の議論、提言など）

・ 関係省庁からのプレゼンテーション（文部科学省高等教育局）
・ 中間取りまとめに向けた論点整理
・ 重要技術領域検討WG設置

【第７回】 2025年６月19日（個別論点についての議論、論点整理）

（2025年７月25日時点）

・ 関係省庁からのプレゼンテーション（文部科学省科学技術・学術政策局）
・ 研究力の強化に関する学術界からの提言
・ 中間取りまとめに向けた論点整理

【第８回】 2025年７月25日（個別論点についての議論、論点整理）
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第７期基本計画の方向性に関する論点案①

(1) 国内外の経済・社会情勢の変化
• 少子高齢化・人口減少の進展、それに伴う構造的な人手不足、地域社会の活力低下
• 世界経済の不確実性
• 国際競争力の低下、イノベーション創出力の鈍化
• 自然災害の激甚化・頻発化 等

(2) 国際秩序と地政学的リスクの変化
• 地政学的リスクの顕在化
• グローバルサウスの台頭
• 先端科学技術を巡る国家間競争
• 新たな国際的秩序の形成（ルールベースからパワーベース）
• 気候変動・感染症対策など地球規模課題への対応の深化 等

基本認識
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第７期基本計画の方向性に関する論点案②

(3) 科学技術・イノベーションを巡る潮流
• 基礎研究から社会実装への移行の迅速化、サイエンスとビジネスの近接化
• AI・量子・フュージョン等、ハイインパクトな科学技術の実装
• 各国が科学技術政策を国家安全保障の柱として位置付け、戦略的に推進
• AIと科学の融合、AIの影響を前提とした研究開発
• 国際頭脳循環の強化の必要性
• ディープテック・スタートアップの台頭と、エコシステム形成の重要性
• 研究セキュリティ・インテグリティの確保が不可欠
• 科学技術の「光と影」への認識（急速な技術進展に対する社会的受容とガバナンスの確立）

基本認識
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第７期基本計画の方向性に関する論点案③

(4) 我が国の科学技術・イノベーションの状況
＜研究力の低下＞

• Top10％補正論文数の世界ランキングについては、世界第４位（2000年代初頭）から
世界第13位へと大幅に後退。

＜研究力に関する主な課題＞
① 研究の生産性 ：研究テーマが後追い・硬直化、国際頭脳循環に参画できておらず、

  国際的に認知が得られていない、研究インフラの老朽化 等
② 研究時間の減少
③ 人材 ：若手研究者の割合低下、博士号取得者数が主要国に比べ低水準、

 海外の研究者や留学生から選ばれない 等
④ 研究開発投資 ：物価高・円安等による研究機器の費用負担増大、官民の研究開発

 投資額が第６期基本計画における目標を下回って推移

基本認識
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第７期基本計画の方向性に関する論点案④

(1) 目指すべき未来社会像
• Society 5.0「持続可能性と強靭性を備え、国民の安全と安心を確保するとともに、一人

ひとりが多様な幸せ（Well-being）を実現できる」社会を引き続き目指すべきではないか。
• 加えて、with AI時代の到来を踏まえて、いかなる未来社会像を描くべきか。

(2) 国家の在り方（科学技術創造立国の在り方）
• 将来を担う若い世代が夢や希望を持てる活力ある国家の実現が必要。
• 科学技術・イノベーションは国力に直結し、総合的な安全保障の確保に不可欠。
• 科学技術・イノベーションの力で、グローバルな社会課題の解決に貢献するとともに、高い

国際競争力を保持し、持続的な経済発展を成し遂げ、さらには、国際社会にとって唯一
無二の存在となり、同志国などとの連携による国際秩序形成へ貢献できる国を目指す。

目指すべき社会像、国家の在り方
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〇 科学の再興・技術・イノベーション力の強化
＜科学の再興＞

• 基礎研究力の回復が最重要課題。基礎研究力を抜本的に強化し、「科学の再興」を目指す。
• 研究環境の改善・充実、大学等におけるマネジメント改革の加速、研究力発展を牽引する

研究大学群の形成、国際プレゼンスの強化 等。
＜技術・イノベーション力の強化＞

• 国家として、戦略的に重要な技術領域を選定、一気通貫で支援し、「技術・イノベーション力」
を強化。

• 2030年代を見据えて、持続的な経済成長や社会課題の解決を実現し、また、経済安全
保障の確保を図る観点から、科学的な強みも見据えつつ、我が国が戦略的に取り組むべき
重要な技術領域を選定。

〇 科学技術・イノベーション政策のガバナンス改革
• CSTIの司令塔機能の強化（例えば、国家として重要な技術領域を選定、調査分析機能の

強化（重要技術戦略研究所（仮称）） 等） 28

第７期基本計画の方向性に関する論点案⑤

方向性
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第７期基本計画の方向性に関する論点案⑥

〇 国家安全保障も踏まえた科学技術・イノベーション政策の展開
• 国家安全保障（または総合安全保障）の視点
• 経済安全保障との連携を強化するための方策等（例えば、経済安全保障の観点（自律性、

優位性、不可欠性の確保・維持等）を踏まえた重要技術領域リストの整理・策定、重要技術
戦略研究所（仮称）、経済安全保障に係る研究開発の在り方、研究セキュリティ・インテグリ
ティの実装 等）

〇 AIシフトによる研究力の向上
• AI for Scienceは、研究力の生産性の向上のみならず、新しい科学研究の在り方そのものを

変革し得るもの。
• AI、データ科学、ロボット技術を活用した研究開発方法論の革新（AI for Science）を

推進し、それを支える研究データの取得、研究データ基盤を含む情報・計算基盤、及び先端
研究設備の共用・集約化・自動／自律化・遠隔化を強化する。

方向性
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第７期基本計画の方向性に関する論点案⑦

〇 科学技術人材の育成
＜多様な科学技術人材の育成・活躍促進＞ 

• 優れた研究者の育成・活躍促進（多様な研究費の充実・確保、安定したポストの確保 等）
• 産学で活躍する技術者の育成・確保（工学系教育、技術者の確保・活躍促進、技術士制度

の活用促進）
• 大学等で活躍する高度専門人材の育成・確保（研究開発マネジメント人材）

＜各教育段階における科学技術人材の育成＞ 
• 大学・大学院における教育研究活動の充実・強化
• 初等中等教育段階での科学技術人材の育成（SSH事業改革等）

方向性
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第７期基本計画の方向性に関する論点案⑧

〇 大学改革の方向性
• 大学研究力強化に向けて機能強化（①世界最高水準の研究大学（国際卓越研究大学）、

②地域の中核・特色ある研究大学（魅力ある拠点形成による大学の特色化）、③教育・
人材育成や地域貢献を重視し、我が国の研究基盤を支える大学）

• 研究力強化に向けた対応（人事給与マネジメントシステム改革、研究時間の確保、基盤的
経費の確保 等）

〇 成長する大学への集中支援・産学官連携

〇 アジア最大のスタートアップ・エコシステムの形成
• グローバル・エコシステムとの連結強化（グローバル・スタートアップ・キャンパス構想、海外投資家

の呼び込み 等）
• スタートアップの創出・成長・グローバル化の推進

方向性
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第７期基本計画の方向性に関する論点案⑨

〇 地域イノベーションの推進
• スタートアップを創出する地域の形成

〇 国立研究開発法人の役割
• 国家的課題を担う機関としての国研のミッション再定義（国家的課題を担う役割を中長期

目標に明記、「オフキャンパス」の担い手としての可能性 等）
• 国研の価値を最大化するための仕組み
• 大学との連携の推進（国研の大学内サテライト設置、連携大学院制度を活用していくための

支援 等）

〇 グローバル戦略・科学技術外交
• 我が国の科学技術・イノベーション推進のための国際連携・協調の展開（国際共同研究、

国際頭脳循環等）
• 我が国のプレゼンス向上や信頼構築のための科学技術による国際連携・国際貢献 

方向性
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第７期基本計画の方向性に関する論点案⑩

〇 知財・国際標準化戦略の推進

〇 官民の研究開発投資の確保
• 基盤的経費の在り方
• 民間の研究開発投資の促進
• 民間から大学への寄付の在り方

〇 KPI
• 例えば、Top10％論文数の順位の引き上げ、研究開発の生産性（投入したリソースに対する

研究活動の成果の効率性）の向上、大学ランキングなど
• EBPM、論文数以外の指標の在り方

方向性
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第７期基本計画の方向性に関する論点案⑪

〇 基本計画の在り方
• 我が国の将来を担う世代に届く計画
• 世界に対して日本の立ち位置を発信

〇 追加的な論点
• 多様性、包摂性等の考え方や視点
• 科学技術の光と影、テクノロジーの急速な発展に対するガバナンス
• 総合知の在り方
• ジェンダードイノベーション、サイエンスコミュニケーション 等

方向性
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2030年に目指す到達点 (ミッション)
安全・安心な
生活の基盤
の確立

活力ある生
活の 実
現

➀食料安全保障

③健康維持増進

国内の生産能力を増強し、地政学的
リスクが顕在化しても安定供給できる
リスク対応力を持つ

➁環境負荷低減
生産性と環境負荷低減を両立させ、
炭素を固定し生物多様性を回復する、持続
型のフードチェーンが成立する

Well-beingの実現を後押しする多様な事
業を生み出し、食によって健康を実現する市
場の成長が加速している

"豊かな食"の実現
• 国民全体の食の安全・安心が担保され、日々の活力ある

生活に繋がる食事を摂取できる状態を目指す
• それにより、Society 5.0が目指す社会を実現

最優先課題 : 食の国産国消の最大化と環境負荷の低減
豊かな食の定義と実現に向けた考え方

自
助
・

互
助

共
助
・

公
助

Well-being

Resilience

Ｓ
Ｉ
Ｐ
で
の
取
組

活力ある
生活

安全・安心な生活の基盤
⾷料安全保障/ 環境負荷低減1 2

社会的充足肉体的充足

精神的充足

最優先課題

3 健康維持増進

Society 5.0における将来像:国民の安全安心/resilience が確保され、一人ひとりの多様な幸せ/Well-beingが実現された社会
課題概要:サイバー・フィジカルシステムの活用により、国内産業を活性化させ国内にフードチェーンを再構築

日本のフードチェーンが
置かれている状況

①極端な国際分業に
伴う食料安全保障リスク
• 日本の購買力低下による買

い負け
• 肥料等輸入国の偏在、

価格高騰

②気候変動で生産が 不
安定化する環境リスク
• 土壌の劣化・生物多様性の

減少によるレジリエンスと収量
の低下

③社会の健康維持機能
喪失に伴う健康リスク
• 食の二極化による健全な

食習慣を持たない層の
増加

３つのリスク

> >

戦略的イノベーション創造プログラム(SIP）
「豊かな食が提供される持続可能なフードチェーンの構築」が目指すビジョン

参考資料
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